
　　

　（あて先）

人

　

本店所在地

℡　　　　　（　　　　　）（ 登 記 上 ）

法人等の設立(設置）異動等申告書　
法人番号

受付印
（ ふ り が な )

法　人　名
　　　　年　　月　　日

代表者名 印

原　村　長 書類の送付先
(本店所在地と異なる場合）

関与税理士

〒 　　　　　－　　　　

℡　　　　　（　　　　　）
　　　　　　　　　原村税条例第３６条の２第１０項の規定により申告します。

設
立
・
設
置

　　　　　　　　１　原村内に法人(本店）を設立
設立登記日

明治　大正

  　年  　　　月  　　　日
　　　　　　　　２　原村内に事業所、寮等を設置 昭和　平成

資本金等の額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円 事業所、寮等の設置日 　　　　  　  年  　  　月  　  　日

事 業 の 種 類
（主なものをひとつ記入）

事　業　年　度  　　　　月　　　　　　日　　から　　　　　　　　月　　　　　　日　　まで

法人税の
申告期限延長

有　　（　　　ヶ月）　　・　　　無 法人の全従業員数 人

原村内に設置した
事 業 所 、 寮 等

　（所 在 地）　　　　　原村　　　　　　　　　　　　　　　番地 従業者数

　（名　　称）

変
　
更

変 更 事 項 変　　　　更　　　　前 変　　　　　更　　　　　後 変 更 年 月 日

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　年　　月　　日

　　　　年　　　　月　　　　日　　より休業

（休業の理由）

（休業後の連絡先）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　（　　　　　　）

解　　散 　　　　年　　　　月　　　　日

解　散
（清算人・合併法人等の住所・氏名）

清算結了

合　併

閉　　鎖 　　　　年　　　　月　　　　日　　閉　鎖
（事務所、寮等の名称）

（事務所、寮等の所在地）　　　原村　　　　　　　　　　　　番地

備
　
考

  役場処理欄

     法人コード 固定資産 宛　名 特別徴収 給　報

休
業
・
解
散
・
閉
鎖

休　　業

※ 記載事項が確認できる資料を添付してください。〔登記簿謄本・定款・合併（分割）契約書など（複写可）〕

保養所などの施設を売却した場合、売買契約書の写し等を添付してください。

どちらかに○を
してください。


